設計住宅性能評価申請要領　【戸建住宅】
「設計住宅性能評価」の申請について
申請者が株式会社ACS熊本（登録住宅性能評価機関）で設計住宅性能評価をお受けになる場合は、下記の必要書類を作成しご申請ください。
（1）申請に必要な書類

  ①設計住宅性能評価申請書（住宅の品質確保促進法施行規則別記第四号様式）

②自己評価書

③設計内容説明書

④設計評価添付図書（申請用設計図書及び各種計算書）

⑤特別評価方法認定による場合は国土交通大臣の認定書の写し

（旧認定による場合は、特別評価方法認定を用いて評価される事項を記載した書類を含む）

⑥住宅型式認定を受けた型式に適合する住宅 又は 住宅型式性能認定を受けた型式に適合する住宅の部分を含む住
宅は住宅型式性能認定書の写し

⑦認証型式住宅部分等又は認証型式住宅部分等を含む住宅は型式住宅部分等製造者等認証書の写し

⑧委任状（代理者がご申請される場合）

【添付図書】
 　　   意匠関係

 　　  　 ・付近見取図（案内図）

 　　 　  ・配置図

 　　 　  ・仕様書（仕上表を含む）

・各階平面図

・立面図（２面以上）

 　　 　  ・断面図又は矩計図

・各種計算書

 　　   構造関係図
・基礎伏図

 　　 　  ・各階床伏図

  　　　  ・小屋伏図

  　　　  ・各部詳細図

・各種計算書

（2）提出部数について

  ・設計住宅性能評価申請書　（正・副：合計2部）
 ・自己評価書　（正・副：合計2部）
 ・設計内容説明書　（正・副：合計2部）
 ・添付設計図書（設計図書及び各種計算書）　（正・副：合計2部）
 ・特別評価方法認定による場合は国土交通大臣の認定書の写し　（正・副：合計2部）
  　（旧認定の場合は、特別評価方法認定を用いて評価される事項を記載した書類の写し）　（正・副：合計2部）
 ・住宅型式認定を受けた住宅･住宅型式性能認定を受けた住宅は住宅型式性能認定書写し　（正・副：合計2部）
 ・認証型式住宅部分等･認証型式住宅部分等を含む住宅は型式住宅部分製造者等認証書写し　（正・副：合計2部）
 ・委任状（代理者がご申請される場合）　（正：合計１部）
　 　（お願い：申請書類はA－4ファイルに綴じてご提出ください。）

（3）提出書類の返却について

  設計住宅性能評価書の交付時に副本をお返しいたします。
「設計住宅性能評価」の申請図書の作成について
（1）設計図書の作成

  申請者は評価項目の等級の条件等を基に、設計図書及び各種計算書等を作成してください。
（2）自己評価書の作成

  自己評価書は設計図書の内容に基づき作成してください。（音環境は選択事項です。）

（3）設計内容説明書の作成

  設計内容説明書は設計図書の内容に基づき作成してください。（音環境は選択事項です。）

「設計住宅性能評価」申請後の計画変更について

（1）同じ等級内の変更などの部分的な変更で、基準との照合が容易な変更（変更後の審査が簡単にできる場合）は、変更
申告書及び変更関係図書をACSに提出し、設計住宅性能評価を受けることができます。
（2）評価等級の異なる変更、又は同じ等級でも基準との詳細な照合が再度必要になる等､その計画変更が大規模な場合に
ついては、当初の設計住宅性能評価申請を取り下げ、改めて別件として設計住宅性能評価の申請をしなければなりま
せん。
「設計住宅性能評価書」交付後の計画変更について
（1）当該対象工事の着工前の変更

  ①同じ等級内の部分的な変更で、基準との照合が容易な変更（変更後の検査ができ変更状況を容易に確認できる場合）
は、変更申告書及び変更関係図書をACSに提出し、建設評価を受けることができます。

  ②評価等級の異なる変更、又は同じ等級でも基準との詳細な照合が再度必要になる変更については、変更設計住宅性
能評価申請を行なわなければなりません。

（2）現場での検査を受ける時点での変更（検査対象の工事が施工中又は完了している場合）

  ①同じ等級内の部分的な変更で、基準との照合が容易な変更（変更後の検査ができ変更状況を容易に確認できる場合）
は、施工状況報告書と変更申告書をACSに提出し、建設評価を受けることができます。

（例 「高齢者等への配慮対策」で開口部の幅を変更した場合等、検査時点で容易に確認が可能な場合等に限る）
    ただし、検査時点に確認ができない変更等については次項の扱いとなります。

  ②評価等級の異なる変更、又は同じ等級でも基準との照合が再度必要になる変更については、変更設計住宅性能評価
を行なうか、変更を中止し工事の修正を行なうかを選択し、ACSに連絡してください。
      ａ）変更設計住宅性能評価を受ける場合
        変更設計住宅性能評価書が交付された後に、検査を受けて合格した場合は、建設住宅性能評価書が交付されます。

      ｂ）変更を中止する場合
        変更工事が完了している場合には当該部分を除去し、設計評価を受けた設計図書通りに工事の修正を行ないます。
      ｃ) どちらも成されない場合
        建設住宅性能評価の当該工事に関係する項目は最低水準の評価となります。
なお、建設住宅評価申請書等に不備、若しくは虚偽の記載がある場合、登録住宅性能評価機関の責に帰すことができない理由で現場の検査ができない場合（検査対象住戸の検査を行なうことに協力を得られない場合等）、あるいは建築基準関係規定との不適合がある場合、建築基準法による完了検査済証が必要とされるにもかかわらず交付されていない場合等には、登録住宅性能評価機関より建設住宅性能評価書は交付されず、交付できない旨の通知書を交付します。
「業務期間」の延長について
申請図書の変更がある場合、申請図書の内容に不備がある場合で指定した期日までに申請図書の訂正、追加等がなされない場合、対象建築物の敷地に立ち入り現地調査の協力が得られない場合等については、ACSは理由を明示の上業務期間の延長を請求することができます。
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